
 

 

 

 

 

 

 

 
 
◎ 第１０次計画の目標 ～ 年間死者数３０人以下 年間死傷者数 6,000人以下 

◎ 結 果 ～ 第１０次の目標は達成                   （単位：人） 
 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 平均 

死 者 数 ２８ ３８ ５１ ３２ ３０ ３６ 
死傷者数 7,698 7,282 6,250 5,167 4,005 6,080 

◎ 課 題 

・死者数に占める高齢者の割合が高い       [令和２年：山形県 63.3％（参考：全国 56.2％）] 

・国道、県道等幹線道路での死者数を減少させることが必要（過去５年間で全体の 67.4％を占める） 

・夕方から夜間にかけて（16：00～20：00）の事故が多い（全死者の 35％を占める） 

                           

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対策 

① 年間の死者数   24人以下（政府の第 11次交通安全基本計画の目標値 2,000人の概ね１％以下） 

② 年間の重傷者数 280人以下（政府の第 11次交通安全基本計画の目標値 22,000人の概ね１％以下） 

※重傷者：交通事故によって負傷し、１か月（30日）以上の治療を要する者 

（３）主な施策           

  

２ 鉄道交通の安全   

（１）最終年目標（令和７年） 

１ 交通安全思想の普及徹底 

・ 交通安全思想の普及に向けた戦略的な取組として「交通マナーアップ県民運動」の展開 

・ 全年齢層における「交通安全ありがとう運動」を通じた横断歩行者の安全確保 

・ 交通安全危険予測シミュレータや動画ＫＹＴ（危険予測トレーニング）等を活用した参加・体験・ 

  実践型の交通安全教育の推進 

・ 全年齢層の自転車利用者に対してヘルメットの着用を推奨 

２ 安全運転の確保 

・ 高齢者に対する安全運転教育、認知機能検査などの運転適性相談等の充実 

・ 事業者に対する事業用自動車の安全管理対策の指導強化 

３ 道路交通環境の整備 

 ・ 交通安全に資する道路整備を行う事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

・ 通学路や未就学児を中心に子どもが日常的に集団で移動する経路における交通安全の確保 

 ・ 安全運転を支援する高度道路交通システム（ＩＴＳ※）の活用により、安全性、輸送効率及び快適 

性の向上を実現 

※ 最先端情報通信技術を用いて、人と道路と車両とをネットワークでつなげることにより、交通事故、渋滞な

どといった道路交通問題の解決を目的として構築する新しい交通システム 

４ 車両の安全性の確保 

 ・ 自動車の先進安全技術に対応した自動車の検査及び点検整備の充実 

・ 自転車事故による被害者救済のため、自転車の損害賠償責任保険等への加入を促進 

５ 道路交通秩序の維持 

 ・ 飲酒運転、妨害運転などの悪質・危険・迷惑性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りの推進 

 ・ 重大事故に直結するおそれがある高速道路等における交通指導取締りの強化 

６ 救助・救急活動の充実 

・ ドクターヘリの活用など迅速な対応に向けた救急医療機関、消防機関等との連携協力体制の強化 

７ 交通事故被害者等支援の推進 

・ 交通事故相談及び各種救済制度の教示など交通事故被害者等支援の充実 

８ 交通事故調査・分析の充実 

・ 地理情報システム（ＧＩＳ）を活用した交通事故分析による交通事故情報等の「見える化」推進 

 

 

（１）最終年目標（令和７年）： 乗客の死者数ゼロの継続、運転事故全体の死者数の減少 

（２）２つの視点：①重大な列車事故の未然防止 ②利用者が関係する事故の防止 

（３）７ つ の 柱：①鉄道交通環境の整備   ④鉄道車両の安全性の確保 ⑦鉄道事故等の原因究明と事故等の防止 

 ②鉄道交通の安全に関する知識の普及 ⑤救助・救急活動の充実 

③鉄道の安全な運行の確保 ⑥被害者支援の推進 

 

３ 踏切道の安全   
 

（１）最終年目標（令和７年）： 踏切事故件数ゼロ 

（２）視   点：踏切の状況等を勘案した効果的な対策の推進 

（３）４ つ の 柱：①立体交差、構造改良及び歩行者等立体横断施設の整備 ③踏切道の統廃合の促進 

         ②踏切保安設備の整備及び交通規制の実施  ④その他踏切道の交通安全及び円滑化等を図るための措置 

 

 

第 １ １ 次 山 形 県 交 通 安 全 計 画 の 概 要           

  第１１次交通安全計画の概要 

【第１０次交通安全計画の検証】 

１ 道路交通の安全  

【位置付け】 交通安全対策基本法（第 25 条第１項）の規定により、総合的かつ長期的な交通の安

全に関する施策の大綱として、政府作成の第 11次交通安全基本計画（R3.3月末）に基

づき、山形県交通安全対策会議が作成する県交通安全計画（R3.9月策定予定） 

【 期 間 】 期間は令和３年度～７年度までの５年間 

【基本理念】 ○交通事故のない、安全・安心な山形県を目指す 

○人優先の交通安全思想を基本とし、あらゆる施策を推進する 

○高齢化が進展しても安全に移動できる社会を構築する 

 

【８つの柱（施策）】 

① 交通安全思想の普及徹底     ⑤ 道路交通秩序の維持 

② 安全運転の確保         ⑥ 救助・救急活動の充実  

③ 道路交通環境の整備       ⑦ 交通事故被害者等支援の推進 

④ 車両の安全性の確保       ⑧ 交通事故調査・分析の充実 

【６つの視点】 

①高齢者及び子どもの安全確保 

②歩行者及び自転車の安全確保と遵法      

意識の向上 

③幹線道路及び生活道路における安全 

確保 

④先端技術の活用推進  

⑤交通実態等を踏まえたきめ細かな対

策の推進 

⑥地域が一体となった交通安全対策の

推進 

 

第１０次山形県交通安全計画期間内における本県

の交通事故の特徴を踏まえ、重点的に取り組む事項 

①高齢者及び子どもの安全対策の推進 

②幹線道路での事故防止対策の推進 

③運転者対策の推進 

④生活道路などの道路安全施設整備による事故

防止対策の推進 

⑤夕方から夜間にかけての事故防止対策の推進 

⑥衝突時の被害軽減対策の推進 

 


